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３月補正予算（一般会計補正第９号）のポイント 
  

今回の補正予算は、本年度の最終補正となる見込みであることから、国県補助事業の精算や既決事業の確定見込みに伴う計数整理を主眼として編成

いたしました。 

 主な内容としましては、国の補正予算に伴う普通交付税の再算定により、８１，５０９千円が追加交付されました。この財源を有効に活用し、後

年度の臨時財政対策債の元利償還に備え、減債基金へ５，７７５千円を積み立てたほか、定期預金の金利上昇や債券運用益の増収分を適切に反映させ

ております。 

これら歳入の確定および事務事業の実績精査により確保した財源９７，５００千円については、将来の政策的事業や不測の財政需要に備えるため、

財政調整基金へ積み立てることといたしました。 

歳出においては、現年発生公共土木災害復旧事業において、用地協力が得られず廃工とした箇所について、町道の安全を確保するため町単独事業に

よる護岸修繕費を計上したほか、各事務事業において執行実績に基づいた精緻な不用額の整理を行っております。 

また、国の予算措置の時期や事業進捗の状況等により、年度内の執行完了が困難と見込まれる１１事業１５３，５５３千円について、繰越明許費を

設定いたしました。 

以上の調整の結果、今回の補正予算総額は５２，０００千円の追加となり、補正後の予算総額は４，５９５，２００千円（前年度同期比△２５．０

0％）となりました。 
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★歳入の状況 

 歳入におきましては、国の経済対策に伴う普通交付税の再算定により８１，５０９千円の追加交付があったほか、試算に基づき森林環境譲与税を４，

５６６千円増額計上しております。 

また、町税の歳入調定額の確定に合わせた計数整理を行うとともに、国県補助事業および各特定目的基金を活用する事業において、実績報告や既決

事業の確定見込みに基づき所要の精算調整を行いました。あわせて、金利上昇等に伴う運用益の増収分についても適切に反映しました。 

 

 

■地方譲与税 

 当初予算から、国の税制度改正に伴う譲与基準の見直し及び譲与総額の増額により、前年度と比較して歳入が増加する試算となったことから、森林

環境譲与税４，５６６千円を追加しました。 

 

■利子割交付金 

 日本銀行による金融政策の修正に伴う市場金利の上昇により、預金金利利息が増加することを見込み、利子割交付金５００千円を追加しました。 

 

■地方交付税 

 令和７年１２月の国の補正予算に伴う「再算定」により、物価高等への対応や人事院勧告による給与改定に伴う基準財政需要額が増加及び臨時財政

対策債の発行抑制による振替分の解消などにより８１，５０９千円を追加しました。 

 

■交通安全対策特別交付金 

 本町における交通事故発生件数等の算定指標の変動により、総務省の定める最低交付限度額（２５０千円）を下回る見込みとなったため、５００千

円を減額しました。 

 

■分担金及び負担金 

高野山学受講負担金の確定に伴い、実際の受講実績に基づき４５千円を計上しました。 

 

■使用料及び手数料 

年度内の収集実績に伴う確定見込みを精査した結果、不用が見込まれる１，６００千円を減額しました。 
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■国県支出金 

 国県支出金は、当初予算から各事業の実績確定に伴う精算または既決事業の確定見込みを踏まえ２４，３７９千円を減額しました。 

 

■財産収入 

 定期預金の金利上昇や証券運用の増収及び不動産売払収入を精算したことにより全体で３，７０２千円を追加しました。 

 

■繰入金 

 当初予算および既決の補正予算において計上した特定目的基金につきまして、各対象事業の執行実績および今後の見込みを精査した結果、繰入額の

合計から１２，２９０千円を減額しました。 

 

■諸収入 

 当初の見込みに対し、消防団員の退職に伴う消防団員退職報償金等支給事務費補助金 １，０６８千円の受け入れや、橋本周辺広域市町村圏組合か

らの塵芥処理手数料等返還金 ３，０１４千円の確定のほか、各種雑入の増減精査等により、全体で４，４００千円を計上しました。 

 

■町債 

 町債について、入札差金および第２次協議の結果を反映し、総額で４，６００千円を減額しました。主な内容は、Jアラート受信機更新事業におい

て、一部対象外となった『緊急防災・減災事業債』を減額し、『防災対策事業債』へ振り替えるとともに、協議結果に基づき『過疎対策事業債』を増額

するなど、適正な財源調整を行いました。 
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★歳出の状況 

 歳出におきましては、各種事務事業の確定に伴う不用額の精査を基本としつつ、国の補正予算に呼応して翌年度から事業を円滑に実施するための経

費を盛り込み、所要の調整を行っております。 

 主な内容といたしましては、現年発生公共土木災害復旧事業において、用地協力が得られず廃工とした箇所について、町道の安全を確保するため町

単独事業による護岸修繕費を計上したほか、人件費や旅費、各事務事業の執行実績に基づいた精緻な不用額の整理を行いました。 

 あわせて、将来の政策的事業や後年度の債務償還に備えるため、財政調整基金および減債基金へ計１０３，２７５千円を積み立て、財政基盤の強化

を図っております。 

 なお、国の予算措置の関係や事業進捗の状況等により、年度内執行が困難と予測される１１事業１５３，５５３千円については、翌年度に事業を継

続するための繰越明許費を設定いたしました。 

 

 

■総務費 

＜一般管理費＞ 

（会計年度任用職員人事管理事業） 

 本年度予算執行において、会計年度任用職員の任用実績及び勤務実績が確定したことに伴い、既決予算額と執行見込額との差額を整理するため、所

要額３，４１０千円を減額しました。 

 

＜財政管理費＞ 

（財政運営費） 

 本年度発注の当初予算書について、見積聴取の結果、当初の想定を下回る価格で発注業者が決定したことによる執行残を整理するため、印刷製本費

２０７千円を減額しました。 
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＜基金管理費＞ 

（基金管理事業） 

 今回の補正予算編成では、歳入の増分を将来の政策的事業や不測の財政需要に充てるため、財政調整基金へ９７，５００千円を積み立てることとい

たしました。これにより、令和７年度末の基金残高は１，３７５，９４１千円となる見込みです。 

また、普通交付税の再算定に基づき、臨時財政対策債の償還分として減債基金へ５，７７５千円を計上したほか、各基金の利息確定等に伴う所要の

調整した結果、総額１１３，０４１千円を計上しました。 

 

＜財産管理費＞ 

（公共施設除却事業） 

 旧高野山中学校解体工事実施設計業務の入札に伴う落札差金１，００１千円を減額しました。 

これに合わせ、充当財源である公共施設等適正管理推進事業債１，０００千円についても減額補正を行います。 

 

＜企画費＞ 

（企画費人件費） 

企画公室職員の人件費について、１２月末付の職員退職に伴い、不用となる給与および職員手当等を精査のうえ、３，６００千円を減額しました。 

（行政秘書事業） 

 町長、副町長、企画公室職員の旅費について、会議のオンライン開催や日程の効率化等により、当初予算を上回ることなく執行できたため、精査の

うえ不用が見込まれる旅費５００千円を減額しました。 

（物価高騰生活応援券配布事業） 

 事業実施にあたり、業者選定の見直しを行った結果、当初見込みよりも安価な印刷業者にて同品質の印刷が可能となったことに加え、発送時に郵便

局の各種割引制度（区分郵便等）を効果的に活用したことにより、当初予算を下回る執行となったため、事務費８５７千円を減額しました。 

 

＜地域振興費＞ 

（地域おこし協力隊募集・インターン活動事業） 

 地域おこし協力隊インターン事業の要件である２週間以上の活動期間に満たなかったため、不用が見込まれる委託料１，３２０千円を減額しました。 

 

 



- 6 - 
 

＜支所費＞ 

（へき地患者輸送事業） 

 富貴診療所に勤務する医師の体調不良により、夜間の救急外来を一時中止せざるを得ない状況となっており、これに伴い、当初想定していた輸送業

務の稼働日数が大幅に減少したことから、事業費の不用額を精査し、実績見込みに基づき委託料２４０千円を減額しました。 

（富貴支所運営事業） 

 ＮＴＴ西日本による企業向けＶＰＮサービス「フレッツ・ＶＰＮワイド」の提供料金改定に伴い、不足が見込まれる電信料２０千円を計上しました。 

（公用車管理事業） 

 富貴支所で使用している公用車について、前回交換以降、走行距離が規定に達しブレーキパッドの摩耗が進行しているため、安全な運行を確保する

ため緊急的に部品交換に係る修繕料４３千円を計上しました。 

 

＜電算管理費＞ 

（電算システム管理運営事業） 

 行政システム標準化・共通化対応の完了が当初予定から１ヶ月順延したことにより、運用実態に基づいた支払額との差額を減額するためシステム使

用料７１２千円を減額しました。 

 

＜定額減税調整給付金事業費＞ 

（定額減税不足額給付金事業） 

 物価高騰対応の一時的措置である定額減税の確定給付額について、実績値に基づく精算を行った結果、当初見込みを下回ったため、関連する事業費

３，７８４千円を減額しました。 

 

＜賦課調整費＞ 

（賦課徴収事業） 

 事業の進捗状況に応じた予算調整を行いました。 
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＜戸籍住民基本台帳費＞ 

（住民基本台帳事業） 

 住民票および印鑑登録原票等への「振り仮名」欄の追加及び基幹システムと戸籍システム間のデータ連携機能の構築等を整備する必要があることか

ら、システム改修業務委託料９３５千円を計上しました。 

（戸籍事業） 

改正戸籍法の施行に基づき進めている「戸籍への振り仮名記載事業」について、令和８年５月２５日の届出期間終了を控えた年度末において、シス

テム処理体制を強化するため、システム改修業務委託料１，８４８千円を計上しました。 

 

＜地籍調査費＞ 

（会計年度任用職員人事管理事業） 

本年度予算執行において、会計年度任用職員の任用実績及び勤務実績が確定したことに伴い、既決予算額と執行見込額との差額を整理するため、所

要額２００千円を減額しました。 

（地籍調査事業） 

 地籍調査閲覧業務委託業務の入札に伴う落札差金２５０千円を減額しました。 

 

 

■民生費 

＜社会福祉費＞ 

（寄附金活用生活支援事業） 

 本事業は、匿名寄附者様からのご厚意による寄附金を財源として実施してまいりましたが、山内寺院様から頂いた現物寄附の米を活用することとし

たことから、３１３千円を減額しました。 

（国民健康保険事業繰出金） 

 国民健康保険特別会計への操出金について、出産育児一時金の支給実績が当初見込みを下回ったこと及び保険基盤安定負担金の額が確定したことに

伴い、所要額を精算し、計２，０８２千円を減額しました。 

（こども食堂（地域食堂）運営支援 

 こども食堂（地域食堂）の新規開設及び運営に係る補助金を計上していたが、今年度の事業実施団体からの申請がなかったことから、執行見込み額

を精査した結果、補助金４８０千円を減額しました。 
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＜障害者福祉費＞ 

（障害者児自立支援（障害福祉サービス）給付事業） 

 障害福祉サービス利用者の増加や、障害の重度化等に伴うサービス利用頻度の高まりにより、自立支援給付費に不足が生じる見込みとなったため、

所要の額１，２００千円を増額計上しました。 

 なお、これに係る国・県負担金については、翌年度の精算において措置される予定です。 

 

＜高齢者福祉費＞ 

（外出支援助成券交付事業） 

 高齢者等の社会参加を促進する目的で実施しておりますが、直近の利用傾向を反映し、残りの期間に必要な経費を再精算した結果、執行残が見込ま

れるため所要額１，１６９千円を減額計上しました。 

（敬老祝い金事業） 

 本年度の支給対象者数が確定したことに伴い、不用が見込まれる報償費３７９千円を減額しました。 

（高齢者生きがいづくり支援事業） 

 本年度の交付団体数が確定したことに伴い、不用が見込まれる補助金９５千円を減額しました。 

（介護保険会計繰出金） 

 介護保険事業決算見込みに伴う、当初見込んでいた介護給付費決算見込み額が当初見込み額を下回ったため、法定負担分を精算し、５，２１２千円

を減額しました。 

（高齢者生活支援事業） 

 利用者数の減少により、不用見込み額２９０千円を減額しました。 

 

＜児童福祉総務費＞ 

（こども医療費助成事業） 

 過去の受診実績や直近の執行状況を勘案し、年度末までの支給見込額を再算定した結果、不用見込み額６００千円を減額しました。 

（乳幼児医療費助成事業） 

過去の受診実績や直近の執行状況を勘案し、年度末までの支給見込額を再算定した結果、不用見込み額２００千円を減額しました。 
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＜母子福祉費＞ 

（ひとり親支援事業） 

 ひとり親家庭を対象とした親子遠足において、募集の結果、参加申し込みがなかったため、事業の中止に伴う不用見込み額９７千円を減額しました。 

（ひとり親家庭医療費支給事業） 

過去の受診実績や直近の執行状況を勘案し、年度末までの支給見込額を再算定した結果、不用見込み額３００千円を減額しました。 

 

＜児童措置費＞ 

 児童手当支給対象児童数が当初の見込みを下回ることから、実績見込みに基づき不用が見込まれる児童手当２，９００千円を減額しました。 

 

＜こども園費＞ 

（高野山こども園評価委員会運営事業） 

 指定管理者との協議により、令和７年度から高野山こども園の自己評価を指定管理者が自ら実施することとなったため、評価委員会の運営に係る報

償費および旅費、合わせて３０５千円を減額しました。 

 

 

■衛生費 

＜保健衛生総務費＞ 

（保健衛生総務費人件費） 

 住民健康課の人件費につきまして、１月からの看護有資格職員の新規採用に伴う増額の一方、保健師１名の退職に伴う減額が生じたため、これらを

精査のうえ、２，６００千円を減額しました。 

（保健衛生総務事業） 

 保健師の退職に伴い、今後の業務執行を精査した結果、不用が見込まれる旅費１４７千円を減額しました。 

 

＜予防費＞ 

（健康づくり事業） 

 行政システム標準化・共通化事業について、現在の進捗状況に基づき執行見込を精査した結果、不用が見込まれるシステム保守委託料３００千円及

び健康家族システム使用料１，２００千円、あわせて１，５００千円を減額しました。 
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（がん検診事業） 

 がん検診受診者数が当初見込みを下回る見通しとなったため、検診委託料（胃・子宮・乳）５００千円を減額しました。 

（予防接種事業） 

 予防接種者数が当初見込みを下回る見通しとなったため、予防接種委託料及び給付金３，９００千円を減額しました。 

 

＜母子保健費＞ 

（子育て世代包括支援センター事業） 

 令和６年度に実施した母子保健事業の国庫補助金について、実績報告に基づく額の確定に伴い、概算交付を受けた額との差額を国庫へ返還するため

１６２千円を計上しました。 

（出産・すくすく子育て応援事業） 

 出産・すくすく子育て応援事業について、対象者数が当初見込みを下回ったことに伴い、執行実績に基づき不用が見込まれる２５０千円を減額しま

した。 

（母子健全育成事業） 

 令和６年度に実施した母子健全育成事業の国庫補助金について、実績報告に基づく額の確定に伴い、概算交付を受けた額との差額を国庫へ返還する

ため１０千円を計上しました。 

 

＜清掃総務費＞ 

（指定ごみ袋無料配布事業） 

 事業完了に伴い配布対象人数が確定したことにより、不用が見込まれる９６千円を減額しました。 

（環境パトロール事業） 

 本年度の会計年度職員人件費の確定見込みにより不要が見込まれる２８０千円を減額しました。 

（ごみ処理施設維持管理事業） 

 ごみ袋の販売実績に合わせ、発注枚数を調整したことに伴い、ごみ袋印刷製本費の不用額５００千円を減額しました。 

（最終処分場管理事業） 

 最終処分場の法定水質検査委託業務の契約差金１６５千円を減額しました。 
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■農林業費 

＜農業委員会費＞ 

（農業者年金事業） 

 農業委員会会長の体調不良に伴い出張が中止となったため、不用が見込まれる旅費を精査のうえ、９２千円を減額しました。 

 

＜農業振興費＞ 

（地域おこし協力隊事業（大和当帰技術継承）） 

 地域おこし協力隊事業について、予定していた新規隊員の採用に至らなかったことに伴い、委託料の執行見込を精査し、２，３９４千円を減額しま

した。 

 

＜鳥獣対策費＞ 

（有害鳥獣被害防止対策事業） 

 防護柵を設置したいという農業者からの申請が当初の想定よりも少なかったため、不用が見込まれる３２０千円を減額しました。 

 

＜林業振興費＞ 

（森林経営管理事業） 

 森林経営管理制度に基づき実施した意向調査及び森林整備事業等について、各事業の実績見込みに基づき、不用が見込まれる１，７７１千円を減額

しました。 

（木育推進事業） 

 地元木材活用業務において、対象者数が当初見込みより下回ったため、不用が見込まれる７１１千円を減額しました。 

（林業担い手育成支援事業） 

 林業担い手育成支援事業について、補助対象者が当初見込みを下回ったため、執行実績に基づき不用が見込まれる１，８７４千円を減額しました。 
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■商工費 

＜観光費＞ 

（面的ＤＸ化推進事業） 

 高野町観光ＤＸ化推進協議会について、協議会が独自の財源等により事業を継続することとなったため、町からの支出が不要となった予算全額の１，

０００千円を減額しました。 

 

 

■土木費 

＜土木総務費＞ 

（土木総務費人件費） 

 年度当初の見込みに対し、職員の退職による支給額の減少と、欠員補充のための年度途中採用による給与相当額の差引清算を行った結果、不用額が

生じる見込みとなったため、２，１９３千円を減額しました。 

（土木関連行政推進事業） 

 和歌山県道路協会負担金につきまして、町内における土木関連事業の事業費確定に伴い負担金が確定したため、不用が見込まれる２１７千円を減額

しました。 

 

＜道路橋梁維持費＞ 

（作業用車両等整備管理事業） 

 作業員数の減少に伴う作業体制の見直しにより、当初予定していた作業用消耗品及び燃料費等の必要数量を精査した、執行見込み額に基づき１，３

９０千円を減額しました。 

（町道等維持管理事業） 

 放置車両の撤去事案が発生しなかったことによる不用額の整理及び草刈委託業務の入札に伴う落札差金が生じたことなど合わせて５３７千円を減

額しました。 
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（町道等維持修繕事業） 

 町道大門高野山駅線伐採工事執行に伴う落札差金１６９千円及び、現物支給用原材料費の確定に伴いう執行残額１００千円など不用額を減額しまし

た。 

 また、町道五大連絡線において、既存の石畳舗装に著しい損傷が確認され、通行の安全に支障をきたしていることから、耐久性の高いコンクリート

舗装への修繕工事を実施するための工事費５，０００千円を計上した 

 

（町道除雪融雪管理事業） 

 今冬の降雪および路面凍結に伴う経費の不足に対し、段階的な予算措置を講ずるものです。 

２月上旬の凍結リスク等、緊急を要する融雪剤確保分４，０００千円については予備費を充用することで、交通障害の未然防止を図りました。 

本補正予算においては、精査した不足分である除雪融雪委託料１７，０００千円および融雪剤購入費１，５００千円を計上し、冬期の安全な道路交通

環境を確保するものです 

 

＜道路橋梁新設改良費＞ 

（路面修繕事業） 

 町道愛宕谷２号線他路面修繕工事の入札に伴う落札差金４８６千円を減額しました。 

 

＜河川費＞ 

（河川維持修繕事業） 

 令和５年発生の河川災害復旧事業について、被災箇所の復旧に向け地権者との交渉を重ねていたが、用地協力が得られず、国庫負担事業の採択要件

に基づく年度内の事業完了が困難となったため、県と協議の結果、工区の一部を廃工としました。しかしながら、当該箇所の護岸は、護岸剥離が著し

く、放置すれば背後地の町道細川花坂線２号橋の橋台への被害拡大や再度の災害を招く恐れがあることから、護岸修繕を実施し、早期の安全確保を図

るための工事費１，１３７千円を計上しました。 

 なお、本事業は翌年度へ繰越を行います。 
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＜都市計画総務費＞ 

（住宅等耐震対策促進事業） 

 住宅等耐震対策促進事業につきまして、当初の計画に対し、現時点での申請件数が下回る見込みであることから、執行実績に基づき不用が見込まれ

る３，７２６千円を減額しました。 

 

＜公園費＞ 

（都市公園管理運営事業） 

 弁天公園施設改修工事執行に伴う落札差金１１０千円を減額しました。 

  

＜都市環境整備事業費＞ 

（美しい町並み環境整備事業） 

 当初の計画に対し、現時点での申請件数が下回る見込みであることから、執行実績に基づき不用見込み額１，９００千円を減額しました。 

 

＜住宅建設費＞ 

（公営住宅長寿命化修繕事業） 

 桜団地の長寿命化工事において、現地の状況に応じた設計変更及び精査の結果、工事費等１００千円を減額しました。 

 

 

■消防費 

＜常備消防費＞ 

（常備消防費人件費） 

 消防職員 1名の退職に伴い、年度末までの給料および諸手当に不用額が生じる見込みとなったため、３，５００千円を減額しました。 

（消防本部運営事業） 

 職員の感染症予防接種について、当初の見込みより抗体保有者が多かったこと等から、執行実績に基づき不用が見込まれる１１８千円を減額しまし

た。 
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（消防通信機器更新事業） 

 和歌山県内全域で進めている「消防救急デジタル無線再整備事業」において、機器の配備構成の見直し及び負担区分の確定に伴い、不足が見込まれ

る負担金１，６３６千円を計上しました。 

（消防職員教育事業） 

 救急救命士の退職に伴い、予定していた専門研修等の受講が不要となったため、これに係る旅費および負担金など、関連経費２５４千円を減額しま

した。 

（火災・救急・救助活動事業） 

 救急車積載の心電図モニターおよび半自動式除細動器の更新が完了したことに伴い、執行残として不用が見込まれる３８０千円を減額しました。 

（住宅用火災警報器配布事業） 

 住宅用火災警報器購入執行に伴う落札差金８０８千円を減額しました。 

 

＜非常消防費＞ 

（消防団運営事業） 

 消防団員の退職に伴う退団報奨金について、年度末及び年度途中の退職者数が当初の見込みを上回ったことから、退団報奨金等１，０７４千円を計

上したほか、視察研修等の事業実績に基づく不用額を合わせて実施した結果、総額で４０千円を減額しました。 

 

＜消防施設費＞ 

（消防施設整備維持管理事業） 

 消防庁舎浴室改修工事執行に伴う落札差金２８０千円を減額しました。 

 

 

 

■教育費 

＜事務局費＞ 

（会計年度任用職員人事管理事業） 

 本年度予算執行において、会計年度任用職員の任用実績及び勤務実績が確定したことに伴い、既決予算額と執行見込額との差額を整理するため、所

要額４，３５０千円を減額しました。 
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（教育委員会事務局運営事業） 

 今年度、蜂の巣の発生件数が無かったため、撤去手数料９３千円を減額しました。 

 

＜教育諸費＞ 

（学校教育総務管理事業） 

 入学卒業記念品費については、少子化に伴う児童生徒数の減少により、実数に応じた執行を行うため３０千円を減額しました。また、学校運営協議

会研修費の講師謝礼金について、講師を外部専門家から協議会委員に変更したことにより、５０千円を減額しました。 

（学校教育推進事業） 

 管内教職員研究補助金の実績見込みに基づき１００千円を減額するとともに、ＡＬＴ集合研修会について、授業実施を優先し出席を見合わせたこと

から、不要となった１７千円を減額しました。 

（通学支援事業） 

 学校行事や授業日程の精査行い、年間の運行必要日数を再計算した結果、４５６千円を減額しました。 

 

＜奨学金費＞ 

（定住奨学金事業） 

 返還付き奨学金の貸付希望者が皆無であったことから、年度内の事業実績に基づき、不用が見込まれる８１０千円を減額しました。 

 

＜学びの杜施設事業＞ 

（学びの杜施設管理事業） 

 「学びの杜」施設における受変電設備（キュービクル）の法定保守点検について、施設利用者の利便性確保および安全な施設運営を図るため、全館

停電を伴う点検を施設閉館後の時間外に実施することとし、点検委託料に係る時間外手数料４９千円を計上しました。 

 

＜小学校管理費＞ 

（富貴小学校施設管理事業） 

 富貴小学校において、児童の学習環境改善及び熱中症対策を目的としてエアコンを増設しました。これにより、当初の予想を上回る電気使用量が見

込まれるとともに、昨今のエネルギー価格高騰の影響を受け、既定の光熱水費予算に不足が生じるため１８０千円を計上しました。 
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＜教育振興費＞ 

（小学校義務教育無償化事業） 

 経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対し、学用品費等の援助を行うもので、本年度の執行状況に基づき不用額１７０千円を減額しました。 

 

＜教育振興費＞ 

（中学校義務教育無償化事業） 

経済的理由により就学が困難な生徒の保護者に対し、学用品費等の援助を行うもので、本年度の執行状況に基づき不用額２６０千円を減額しました。 

 

＜社会教育総務費＞ 

（２０歳を祝う会事業） 

 本年度の事業実績見込みに基づき、執行残額を精査した結果、所要額７６千円を減額しました。 

 

＜公民館費＞ 

（公民館管理運営事業） 

本年度の事業実績見込みに基づき、執行残額を精査した結果、所要額９９千円を減額しました。 

（公民館活動推進事業） 

 本年度実施を予定していた講師を招いた試食会について、講師との日程調整が困難となり、事業実施を令和８年度へ延期ことになったため、関連す

る事業費５５０千円を減額しました。 
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■災害復旧費 

＜現年発生公共土木施設災害復旧費＞ 

（現年発生公共土木施設災害復旧事業） 

 令和７年８月及び１０月の豪雨災害により被災した町道２箇所について、被災直後の簡易測量及び緊急調査に基づく計画から、実施設計における詳

細調査・測量・地質調査等を実施し、被災状況に見合った適正な復旧工法へ変更したことにより工事費１８，４００千円を減額しました。 

 なお、本事業につきましては、翌年度へ繰り越して実施いたします。 

  

 

■予備費 

＜予備費＞ 

 歳入歳出の全体調整を予備費にて行いました。 



■令和７年度会計別予算推移 （単位：千円）

当初
１号補正

（4月専決）
２号補正

（5月専決）
３号補正

（6月定例会）
４号補正

（8月専決）
５号補正

（9月定例会）
６号補正

（11月専決）
７号補正

（12月定例会）
８号補正

（1月臨時会）
９号補正

（３月定例会）
合　計

4,195,000 19,100 9,000 30,900 △ 900 161,400 4,800 68,300 55,600 52,000 4,595,200

439,700 13,900 32,000 △ 17,500 468,100

567,800 39,900 8,300 △ 49,500 566,500

138,300 5,500 9,200 153,000

305,400 1,600 26,100 0 △ 7,000 326,100

69,000 6,100 △ 5,500 69,600

52,000 212 52,212

1,572,200 0 0 1,600 0 91,712 0 49,500 0 △ 79,500 0 1,635,512

5,767,200 19,100 9,000 32,500 △ 900 253,112 4,800 117,800 55,600 △ 27,500 0 6,230,712

収　入 147,991 0 0 0 147,991

支　出 147,991 0 0 0 147,991

収　入 59,082 △ 2,000 0 △ 2,574 54,508

支　出 82,554 0 0 △ 4,846 77,708

収　入 28,241 0 28,241

支　出 28,241 0 28,241

収　入 14,500 0 14,500

支　出 22,780 0 22,780

収　入 341,208 0 0 0 341,208

支　出 341,208 0 0 0 341,208

収　入 97,100 △ 33,000 0 △ 5,190 58,910

支　出 181,583 △ 26,000 598 △ 5,170 151,011

804,357 0 0 0 0 △ 26,000 0 598 0 △ 10,016 0 768,939

6,571,557 19,100 9,000 32,500 △ 900 227,112 4,800 118,398 55,600 △ 37,516 0 6,999,651

※企業会計の小計については、収益的支出及び資本的支出を合算した数値 ※補正号数は、一般会計ベースでの記載 ※予算総額に増減のない補正予算は「0」で表示

（小計）

高 野 町 予 算 規 模

簡
易
水
道
事
業

収益的

資本的

富
貴
簡
易
水
道
事
業

収益的

資本的

下
水
道
事
業

収益的

資本的

企
　
業
　
会
　
計

高野山総合診療所事業

富貴診療所事業

富貴財産区

（小　　計）

一般・特別会計　合計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

会　計　名　称

　一　般　会　計

国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業
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